
各都道府県建築行政主務部長 殿
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平成26年4月1日

国土交通省住宅局建築指導課長

建築基準法第3条第1項第3号の規定の運用等について（技術的助言）

建築基準法（昭和25年法律第201号。 以下 「法 」 と い う。）第3条第1項第

3号の規定により、文化財保護法（昭和25年法律第214号）第182条第2項の条

例その他の条例の定めるところにより現状変更の規制及び保存のための措置が

講じられている 指定文化財等のほか 、 古民家、 武家屋敷、 庄屋等の歴史的建築

物であって、 特定 行政庁が建築審査会の同意を得て指定したものについては、

法並びにこれに 基づく命令及び条例の規定 は適用しな いことと されており、「都

市計画法及び建築基準法の 一部の改正等について」（平成5年6月25日付け都

計発第90号事務次官通知）、 「都市計画法及び建築基準法の 一部を改正する法

律等の施行について」（平成5年6月25日付 け住指発第224号住宅局長通知）

及び 「都市計画法及び建築基準法の 一部を改正する法律等の施行について」（平

成5年6月25日付住指発第225号・住街発第94号建築指導課長・市街地建築課

長通知）においてこの扱いを定めているところである。

今般、 「 国家戦略特区における規制改革事項等の検討方針」（平成25年10月

18日 日本経済再生本部決定）（別紙1)を踏まえ、 古民家等の歴史的建築物

の保存活用に向け 、制度の円滑化を図る観点から 、法第3条第1項第3号の規

定の運用に関して、下記のとおり通知する。

なお、 今回の措置を有効に活用していただくため 、本規定の適用の考え方に

ついて疑問があれば、国土交通省住宅局建築指導課に対しご相談いただきた い。

また 、 今後、全国で実施された本規定の適用事例を収集し全国に情報提供す

る予定であるので 、事例提供にご協力いただくとともに 、条例が定められた場

合にあっては、その内容、 手続き等について国土交通省住宅局建築指導課まで

ご報告いただくようお願いする。

　　建築基準法第３条第１項第３号の規定の運用等について
国土交通省HP(建築確認手続き等の運用改善、規制改革等の要請への対応及び災害等への対応に関連して発出した技術的助言)より転載
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